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汚染天国仮説

 環境対策には費用がかかるため、環境規制に
地域差があるようなら、汚染を引き起こす産業は
環境規制の緩い地域に集積するようになる。
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環境規制と産業立地

 Becker and Henderson （2000）は、米国の
データを利用し、環境規制（大気汚染防止対策）
の強弱が産業立地にどの様な影響を及ぼしてい
るかを検証している。
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米国の大気汚染規制

達成地域 未達成地域

設備 Best Available Control 
Technology
費用を考慮した技術が
利用可能

Lowest Achievable 
Emission Rate
費用は関係なしに最も
進んだ技術を利用

排出枠 特に制限なし 既存施設から権利を購
入

プラント規模 小規模施設に対しては
規制なし

適切な技術を利用する
こと
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調査対象

 対象化学物質
 Volcanic Organic Chemical （揮発性有機化合物）

 対象産業
 Industrial Organic Chemical
 Metal Containers
 Plastic
 Wood Furniture

 対象時期
 1967年から1992年
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基本的なモデル

 Birth Model
 その地域の立地条件とプラントの立地件数の関係を

調べる。

 Bj,t = B（Yj,t, fj + ej,t ）

 Bj,t = t 期の地域 j におけるプラント立地件数

 Yj,t = t 期の地域 j における特性（環境条件，製造業従業
者数，実質賃金）

 fj = 観察できない地域 ｊ 固有の特性

 ej,t = 誤差項
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汚染産業の移転

 Table 2
 未達成地域から達成地域へのプラントの移転が見ら

れた。

 別に環境規制を受けた汚染産業に限った減少ではな
いのでは？

 環境規制と関係のない産業では、そうした移転は観察さ
れない。

 達成しているかどうかのバイナリー調査では乱暴す
ぎない？

 監査状況を考慮したモデルでも、同様の結論が得られる。
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規制の影響のタイミング

 大規模なプラントを対象に当初規制が強化され、その後
小規模なプラントの規制が強化されていった。

 そうした規制のタイミングの影響を調べるため、筆者ら
はプラントを大規模プラント（Corporate Plants）と小規
模プラント（Nonaffiliated Plants）に分けて、規制のどの
様に影響したかを調査している。

 Table 3
 規制が導入された当初は、規制の対象となったと思われる大

規模施設ほど立地件数が減少した。
 規制が導入された当初は、隙間を縫うように小規模施設の立

地件数はむしろ増加した。
 規制が導入された当初は、影響を強く受けたと思われる産業ほ

ど立地件数が減少した。
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存続状況

 Table 4
 規制が導入された後で新規参入する企業はエント

リーコストが高くなる。

 規制が導入される前に立地した企業は既得権益を貰
えるようになり、そのため存続する確率が高くなる。
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投資規模

 Table 5
 未達成地域では、将来どの様に環境規制が強化され

るか分からないため、事業に関する不確実性が上昇
した。

 そのため、未達成地域の新規プラントの規模は達成
地域のプラントの規模に比べて大きなものとなった。
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汚染産業の途上国移転

 途上国の環境規制は先進国に比べ緩いため、
先進国で環境規制が強化されると、汚染産業は
途上国に移転するようになる。

2017/1/10 環境経済学１ 松本茂 12

汚染産業の途上国移転 １

 Eskeland and Harrison (2003)は、先進国（米国）と
途上国（コートジボアール、モロッコ、ベネズエラ、メキ
シコ）のデータを駆使し、汚染産業が途上国に移転す
るかを調査している。

1. 途上国では、汚染を引き起こす産業ほど直接海外投
資の割合が高いか。

2. 途上国では、外国企業の方が現地企業に比べて環境
に優しい経営を行っているか。

3. 先進国から外国に出て行く企業は汚染産業の割合が
高いか。
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途上国では、汚染を引き起こす産業ほ
ど直接海外投資の割合が高いか?

 直接海外投資

 もし、企業が公害防止対策費用を考慮し、直接海外
投資を決定しているなら、公害防止対策費用が高い
産業部門ほど直接海外投資を実施しているはず。

 被説明変数

 t年度の産業部門 i の直接海外投資比率

＝ t年度の産業部門 i の直接海外投資

÷t年度の全産業部門の直接海外投資
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途上国では、汚染を引き起こす産業ほ
ど直接海外投資の割合が高いか?

 海外直接投資に影響を及ぼす要因（説明変数）

 要素賦存仮説

 労働資本比率（LAB/CAP），賃金（WAGE）
 貿易障壁

 輸入浸透率（IMPENET），貿易障壁（REGUL）
 市場規模（MAKETSIZE）
 産業集約度

 Herfindahl Index（HERF）
 投資国での環境対策費用（Pollution Abatement Capital 

Expenditure and Operating Cost Survey）
 公害防止費用（ABCOST)
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推計結果

 Table 1
 公害防止対策費用の高い産業ほど海外直接投資が

盛んなわけではない。

 Table 2
 公害防止対策費用の代わりに、対象産業部門の汚

染水準データ（Biological Oxygen Demand と Total 
Toxic Releases）を利用し推計をしたが、同じ様な結
果が得られた。
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途上国では、外国企業の方が現地企業に
比べて環境に優しい経営を行っているか?

 米国のデータを利用し、エネルギー単位あたり
の環境汚染関数を推計

 プラントレベルのエネルギー使用データが得ら
れたコートジボアール，メキシコ，ベネズエラの
プラントにその結果を適用

 プラントの属性をコントロールした上で、外国資
本の企業と現地資本の企業の間で環境汚染
状況を比較
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推計結果

 Table 6
 途上国では、外国企業の方が現地企業に比べて環境に

優しい経営を行っている。（Model 1）
 外国企業の方がクリーンテクノロジーを使用している。

（Model 2）
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先進国から外国に出て行く企業は
汚染産業の割合が高いか?

 先進国の環境規制が強化されて、公害防止対
策費用が増加したために、途上国への海外直
接投資が増えるようになる。

 もしそうした傾向が見られるなら、先進国（投資
国）では、公害防止対策費用の高い産業ほど
海外直接投資が盛んに実施される。
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推計結果

 Table 7
 先進国から外国に出て行く企業は汚染産業の割合が

高いとはいえない。

貿易自由化と環境問題

 比較優位に基づいた生産特化を行い、国際貿
易の自由化を進めることで、国々の厚生水準を
向上させることができるというのは、国際貿易の
ディシプリンである。

 それでは貿易の自由化は果たして環境問題に
望ましい結果をもたらすのだろうか？
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貿易自由化がもたらす効果

 規模効果

 貿易の自由化で経済規模が拡大し、その結果汚染が
増加してしまうという効果

 技術効果

 貿易の自由化で経済成長が実現し、豊かになったこ
とで環境対策がすすみ、汚染は減少するという効果

 構成効果

 貿易の自由化で生産構成が変化することによって、
汚染が増えたり減ったりする効果

2017/1/10 環境経済学１ 松本茂 21

実証研究の結果
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Table 4 Managi, Hibiki, Tsurumi (2009)

途上国と先進国の間での比較

 CO2とNO２

 規模＋技術効果

 OECD諸国では負

 非OECD諸国では正

 BOD
 規模技術効果

 共に負

 構成効果
 正

 総合効果
 貿易自由化によって、OECD諸国では3種類の物質の環境負荷が軽

減されるが、途上国ではBODについてしか環境負荷は減少しない。
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